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1．はじめに
　現代企業にとって，組織を活性化させることは
非常に重要なこととなっている。そのためには，
組織の中に革新性，創造性そして柔軟性などを持
たせる必要がある。これらの目的について，数多
くの研究者が様々な研究を重ねてきている。しか
しながら，良好と考えられる管理の手法も，その
利点をうまく生かしきれず，欠点ばかりが目立
ち，結局，混乱を招くという結果が生じている。
その最たるものが 1992年頃から導入され始めた
人事管理における成果主義（performance-based 
pay system）の導入である。これは，もちろん，
この制度は期待される効果があるために導入され
た背景があろう。しかしながら，その効果よりも
むしろ現実には，悪い影響を与え，組織を蝕む病
理現象となって表出しているように思われる。日
本を代表する富士通やキヤノン等をはじめとする
企業は，この成果主義を導入することに対して疑
問を投げかけている。最近では，マクドナルドが
成果主義を廃止すると発表した程である。新たな
管理手法は，これまで培ってきた企業の風土や文
化の中では，なかなか根付かない現状にある。と
はいっても，組織の中の人材は，世代間において
も認識の違いがあるかもしれない。だが，成果主
義を導入するという制度上の変化には，組織の既
存の風土がついていけない状態があるともいえ
る。経営者および管理者側と従業員側との間（労
使関係）に，人事管理上の齟齬が出て来ては，従
業員の間に大きな軋轢が生じる可能性がある。そ
の場合，従業員は，離職して新たな組織へ異動す
る者もいるであろう。そのまま組織へ留まる場
合，従業員は，最悪の場合には，精神的な病とな
って表出する状況にある。その 1つが，従業員の
精神的な問題である。これは，“うつ病”，“過労
死”や“精神病”などに代表される精神的な心の
病である。これが，個々の従業員に蔓延すると次
組織の活性化を導く風土変革に関する一考察
A Study on the Organizational Climate Change to Lead the Rejuvenation
  当　　間　　政　　義
  Masayoshi Toma
Abstract
　The aim of this paper is to consider a change of the organizational climate for the purpose of the 
rejuvenation of the organization. It is necessary for the corporation to build sustainable competitive 
advantages. For that purpose, this needs making innovation, creativity, pliability in the organization. 
However, we will notice that there is an important problem, if the actual condition of the organization is 
surveyed. It is the method of a career development program. Specifically, it is performance-based pay 
system introduction. By this, confusion and a mental disease spread into the organization. And this became 
the organizational climate and has been established. In order to activate the organization, it is necessary to 
reform this. Then, we paid our attention to the hospitality concept. It discussed being fixed to the 
organization by making this into the organizational climate. This paper examined this point.
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は，従業員個人に割り当てられた課題について，
どのように取り組んできたのかを意味する。結果
とは，文字通り，どのような成果を得て組織へ貢
献したのかということである。この結果は，当
然，従業員個人の業務の成果として昇給や昇進の
基準となっている。これまで，日本企業において
主流となっていた職能主義は，一定の職務を遂行
できる能力を基準として人事考課を行っていた。
この点が，これまでの職能主義と成果主義とが大
きく異なる点である。
　そこで，組織を活性化させる上で弊害となるこ
の成果主義が機能しない背景には，いったいどの
ような理由があるのかという疑問が湧いてくる。
この点に的を当て，成果主義の問題点を以下に掲
げる4）。
　第 1に，中央集中による人事管理への固執体制
は，成果主義が機能しない。既存の組織には，も
ともと機能してきた人事上の中央集権化された官
僚制構造がある。この制度に慣れてきた管理職の
人々は，この秩序が崩壊することを恐れる。その
ために，これを守っていこうとする行為から，成
果主義の導入を阻止しようと歯止めがかかる。
　第 2に，賃金による動機づけは，成果主義が機
能しない。成果主義は，職務の成果に応じて，報
酬が決まる制度である。この面を強調すると，
個々人が自らの報酬のみを追求する行動をとると
いう可能性が否定できない。むしろ横行すると考
えられる。
　第 3に，階層構造の管理を残したままでは，成
果主義が機能しない。階層構造の序列は，上から
指示された仕事をどれだけ頑張ったかということ
が重要視される。それは権限と責任の関係からも
明らかである。成果を得る上で必要とされる従業
員個人の行動の自由度は，実は，全体最適化のた
めに，個人一人の行動が規制される要因となる。
　第 4に，公平性を追求する制度の精緻化の下で
は，成果主義が機能しない。成果に応じて報酬が
決まるため，実は，上司も部下も同様の制度が適
用される。そのため，できるだけ評価を良く見せ
るための関係を築こうとする。そのため，公平性
や客観性を重視すると，責任をなるべく回避し，
第に伝染病のように，組織の中に深く浸透し，や
がて病理現象として表出してくるのである。この
現象は，早急に解決する必要がある。そうしなけ
れば，組織は活性化するばかりか，むしろ組織の
能力は低下するばかりである。ここに本稿の課題
があり，検討する必要がある。
2．組織の活性化に伴う病理現象
2.1.　 人事管理手法の失敗─成果主義の弊害─
　さて，上述したように，組織を活性化させるこ
とは，組織の中に革新性，創造性そして柔軟性を
持たせることを意味する。この目的を達成するた
めに，様々な手法が導入されてきた。その代表的
な手法を挙げてみると，リエンジニアリング，リ
ストラクチャリング，権限委譲あるいは成果主義
などという手法が代表的なものであろう。成果主
義は，簡単に言えば，与えられた職務の成果に応
じて，賃金やボーナスを決めることである1）。と
りわけ，この導入は，現在，見直しをする企業が
数多くあり，その一方で新たな手法や改善策を模
索する必要がある。
　当然のことであるが，企業経営をする上，成果
主義を導入する背景には，期待された利点があ
る。成果主義の利点について，深く議論すること
は避けるが，一般的な理解としてここで挙げてみ
ると，次の通りにまとめられる2）。①人材の目標
や仕事の成果を公平にそして正当に評価するこ
と。②優秀な人材確保につながる可能性がある。
③個人のキャリアをレベルアップさせることが可
能である。④人材の学歴や勤続年数と成果とのミ
スマッチによるコストの解消である。以上の 4つ
の利点から，人材の能力が最大限に発揮されるこ
とで，組織を活性化するとともに，組織の能力を
最大限に高めることにつながると考えられてきた
のである。
　この成果主義は，賃金制度の変革を行うことに
よって，人事管理の側面において活性化を目指し
たものであった。これは，職務を担当する上で，
業務を遂行する過程とその結果に基づいて評価を
行うという考え方である3）。ここでいう過程と
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になろう。すなわち，①労務管理の個別化，②不
安定・低賃金の非正規労働者による置き換えが加
速，③短期成果の重視と教育する余裕のなさ，こ
の 3点である。また，労働者側にあるとすれば，
次のようになろう。①職場の共同性を支える仕組
み・組織の機能や役割が低下，②労働者個人の資
質の変化，この 2点である。この状況が長く続く
と，やがて，組織の中の人々の間にジレンマを醸
成し，熾烈なサバイバルゲームを導く結果ともな
る。これが臨界点に達し，長く続くと，企業の内
外の犯罪を誘発してしまう可能性も考えられる。
また，このような状況下では，これを避けようと
する人々の倫理観や道徳心が反作用し，やがて組
織の人材に精神的な心の病を引き起こす結果とな
ってしまうのである。
　以上，成果主義のデメリットは，組織の能力に
大きな弊害となって表出してきている。それは，
従業員が組織を辞したり，留まる場合は精神的な
病となって現れたりする。この 2点を中心に，以
下で検討する。
2.2.　 人材が組織を退職する主な理由
　成果主義の導入は，様々な負の遺産を生み出す
ことになる。その最たるものは，組織の中の有能
な人材がその能力の発揮を諦めるという，退職と
いう行動にある。もちろん退職には様々な理由も
評価に値しないことにはまったく着手しない行動
をとるようになる。そして，上司と部下の間に，
癒着に近い関係ができあがる。こうして，組織内
ポリティクスが横行することになる。個人的な悪
い情報を他者に流布し，職務がうまくいかないよ
うに巧妙に難問を醸成し，直接的にも間接的にも
足の引っ張りが後を絶たなくなる。
　第 5に，企業の将来のビジョンがない人件費の
削減は，成果主義が機能しない。企業が業績不振
に陥ると，リストラクチャリング等の人件費削減
を強いられる理由づけとして成果主義を導入す
る。その結果，組織の中の人材は，自らの保身の
ための行動が横行する。これは，あたかもサバイ
バルゲームのような状況になる。
　第 6に，逐次的な変革では，成果主義が機能し
ない。少しずつ変革をさせていくと，必ず組織の
中で，抵抗が生じる。これまで成果あるいは貢献
度をあげてきた人にとっては，評価の基準が変わ
るため，大きな抵抗を示すことは明白である。
　以上のように，成果主義の導入は，一見すると
良好な競争状態を醸成するという，いわば，組織
を活性化させる制度の導入の様に思える。しか
し，現実的には，組織の中の管理者と人材の間に
大きな隔たりを生むことになり，組織として人間
関係が悪化するに至る。この人間関係が悪化する
原因5）は，労務管理側にあるとすれば，次のよう
表 1　退職理由
順位 理由 内容 比率
1 上司のやり方が嫌い 部下が業績をあげたら全て上司の手柄 23％
2 労働時間・環境に不満 意欲があっても残業が多すぎて身が持たない 14％
3 同僚・先輩・後輩と不適合 噂話が多く，同僚の顔色をうかがうことにストレス 13％
4 低い給与 残業しないと生活できない程の給与。昇給も極少。 12％
5 仕事内容がつまらない 単純な雑務ばかりでやる気が低下  9％
6 社長がワンマン 社長に気に入られなければ昇進がない  7％
7 社風が合わない 手を抜いていないかをお互いが監視し合うギスギス感。  6％
8 会社の経営状況が変化 入社後，業績低迷したまま。  6％
9 キャリアアップを目指す 自分のこれまでのキャリアが仕事に生かせなかった。  6％
10 昇進・評価に不満 昇進基準は勤続年数。業績を上げても考慮されない。  4％
資料： リクルート，「ホンネ─退職の理由」『リクナビ NEXT』〈http://rikunabi-next.yahoo.co.jp/〉
（2012年 1月参照）を加筆。
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であり，過去 2002年・2004年・2006年・2008
年の合計 5回の調査に基づくデータである9）。
　この表 2を参照してみると，「増加傾向」と回
答した企業が非常に多いことがわかる。より詳細
に見てみると，同研究所の報告では，合計 5回の
調査で，2002年には 48.9％，2004年には 58.2％，
2006年には 61.5％，2008年には 56.1％そして
2010年には 44.6％となっている。2008年，2010
年の割合は，少し減少しているものの，実際に
は，横ばいと回答しているものが増加している。
したがって，これは減少したのではない。前回と
比較して，あまり変化がないことを意味してい
る。このように，近年，組織で働く人材が，精神
的な病になる傾向が非常に多くなってきている。
このような状況は，組織にとってどのような影響
を及ぼすのであろうか。それは，言わずとも見当
がつくと思うが，組織の生産性を著しく低下さ
せ，組織を不活発にしている原因となる。それば
かりか，むしろ積極的に戦略的なイノベーション
を醸成させる必要がある。現在の状況において
は，組織にとっては，非常に大きなマイナスの要
因となる。
　ところで，このように多数に上る精神的な病
は，組織の中で，いったいどの年代に多いのであ
ろうか（表 3を参照）。
　年齢別に見てみると，2002年から 2010年の 5
回の調査において，いずれも 30代が一番多く，
次いで 40代となっていることがわかる。このこ
とから，組織の活性化の核（コア）となる人材の
30代と 40代が，精神的な病となっている状況に
あろう。ここでは，退職者数がどれほどかという
数の問題ではなく，退職の理由をまとめ，表 1に
掲げてみた。これは，リクルート社が，転職経験
者に対して退職理由の本音を調査したものであ
る6）。上位，50％を示す 1から 3位までを見てみ
ると，1位は「上司のやり方が嫌い」であり，部
下が業績をあげても全て上司の手柄にしてしまう
という内容であった。2位は「労働時間・環境に
不満」であり，意欲があっても残業が多すぎて健
康を害し，身が持たないという内容であった。3
位は，「同僚・先輩・後輩と不適合」であり，噂
話が多く，同僚の顔色をうかがうことにストレス
が溜まるという内容であった。
　以上，述べてきたように，退職の理由および内
容を考えると，まさに，成果主義のメリットとし
て意図したものとは，反対の結果であったように
思われる。成果主義の導入は，実際，最良の手法
というよりもむしろ，見直さなければならないと
いう結果となってしまっている。これはなぜだろ
うか。ここに疑問が生じる。そこで，他の理由を
考えなければならない。この点について，次に考
察することにする。
2.3.　 組織の中で急増する精神疾患
　成果主義の導入は，退職者を増加させる他に
も，別の弊害をもたらしている。それは，組織に
おける人材が，精神的な病になる人が後を絶たな
いという状況である。
　現在，企業のうつ病が激増している状況にあ
る。2010年，13年連続で年間 3万人超となって
おり，社会的損失は 2兆 7,000億円になるとまで
言われている7）。うつ病の発症者は，男女比で 1
対 2となっており，自殺に結びつくのは男女比で
2対 1となっている。
　ところで，組織における心の病はどのような状
況にあるのだろうか。この点を，検討していくこ
とにする。㈶社会経済生産性本部のメンタル・ヘ
ルス研究所による報告を取り上げてみる。この研
究所によれば，調査対象となった企業は，日本全
国の上場企業 2,368社を対象に 2010年 4月に行
った調査（有効回答数 269社，回収率 11.4％）8）
表 2　労働者の心の病
2002年 2004年 2006年 2008年 2010年
増加傾向 48.90％ 58.20％ 61.50％ 56.10％ 44.60％
横ばい 24.80％ 25.00％ 29.40％ 32.00％ 45.40％
減少傾向  3.50％  1.90％  1.80％  4.50％  6.40％
未回答 20.90％ 13.40％  7.30％  5.60％  2.80％
資料： ㈶社会経済生産性本部メンタルヘルス研究所「第 5
回メンタルヘルスの取り組みに関する企業アンケー
ト調査結果」，『日本生産性本部』〈http://consul.jpc-
net.jp/mental/〉（2012年 1月参照）より作表。
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　この組織の病理現象は，成果主義の導入に因る
ものといえるであろうが，少なからず，日本の経
営組織の過程をきちんと見分ける経営者の判断が
重要であったといえる。そもそも，日本の企業と
いういわば土着に根差した経営風土をきちんと見
極める必要がある13）。あまりにも急激すぎる変革
が根付かないことを意味している。したがって，
長期にわたって根付いてきた管理手法は，企業外
部の経営環境が変わっても，企業内部の風土とし
て，組織の中で働く人々の中に根強く残ることと
なる。この従業員の認識をしっかりと改めない限
り，変革は難しいものと考えられる。
　これはまさに城が指摘しているように，その論
点は次のように 3つに集約される。第 1に，成果
主義がどんなものであるのかを熟考しない日本の
経営者，第 2に，社会・文化的背景の異なるアメ
リカ型を日本企業へそのまま移植しようとした経
営者，そして第 3に，成果主義そのものの導入が
悪いのではなく，この効用を十分に理解して行動
できない人材に対して非難する経営者である14）。
これまで日本企業が成功をおさめ，世界に名だた
る日本的経営の特徴は，試行錯誤の末に至った成
果なのである。日本的経営の三種の神器と言われ
るアイテムは，とりわけ，人事面における特筆す
べき管理システムに他ならない。そのため，経営
者の社会的な責任を問う，まさに，経営上の失敗
と指摘できる。一般的な企業の社会的責任論を議
論する場合，主としてステークホルダーとの関
係，例えば，株主や地域住民との関係性をはじめ
とするコーポレートガバナンスや環境問題などを
取り上げる事が一般的な論点となる15）。しかしな
がら，組織における退職行動あるいは，人材の精
神的な病が表出して組織の風土へと浸透する病理
現象もまた，経営者の社会的責任の論点になると
考えられる16）。
　従業員が退職する理由についても，精神的な病
に陥る理由についても，組織の活性化にとって
は，無視できない現象である。従業員の心の病気
は，個人的な問題という感覚も強いと思うが，働
く人々にとっての最大のストレス要因は，職場の
人間関係であり，心の病気は職場の問題と密接に
ある10）。これでは，企業が戦略的，革新的な行動
をとれるはずがない。
　さらに，同研究所は，統計上の優位性を見た上
で，その原因が精神的な病から発生すると指摘し
ている11）。その主要な要因は，次の通り 3つあ
る。すなわち，第 1に，人を育てる余裕が職場に
なくなってきている，第 2に，組織と職場の繫が
りを感じにくくなってきている，第 3に，仕事の
全体像や意味を考える余裕が職場になくなってき
ている，の 3点である。これらは，成果主義の導
入を推奨し，その結果，組織において失敗に終わ
っている理由でもある。
　このような背景にはいったいどのようなことが
あるのだろうか。次に，この点を検討する必要が
ある。
　精神的な病は，心の病と非常に関係が深いと考
えられる。同時に，組織のマネジメントに起因す
るところが非常に強く働いていると考えられる。
組織における人間の行動において，人事管理の視
点から，かつて，March & Simonが官僚制の弊
害を指摘してきたことは周知の通りである12）。日
本企業における人材の心の病もまた，人事管理上
の制度的な弊害に起因しているように考えられ
る。
2.4.　 組織における苦悩と経営上の失敗
　以上，成果主義の導入において悪い影響を及ぼ
す罪としての問題点を述べてきた。併せて，この
導入は，組織を活性化するどころか，逆に組織を
蝕む要因とさえいえる。そして，その作用が強く
働いていることが理解できよう。
表 3　年齢別
年齢 2002年 2004年 2006年 2008年 2010年
10から 20歳代 13.10％ 10.40％ 11.50％ 10.80％ 13.90％
30歳代 41.80％ 49.30％ 61.00％ 59.90％ 58.20％
40歳代 27.00％ 22.00％ 19.30％ 21.90％ 22.30％
50歳以上  9.60％  5.60％  1.80％  3.00％  1.20％
資料： ㈶社会経済生産性本部メンタルヘルス研究所「第 5回メン
タルヘルスの取り組みに関する企業アンケート調査結果」，
『日本生産性本部』〈http://consul.jpc-net.jp/mental/〉
（2012年 1月参照）より作表。
21
『和光経済』第 45巻第 1号
することであり，サービスの本質，原点，基本で
ある21）。これまで検討してきた成果主義は，まさ
に「訓練はすれども教育はせず」22）というもので
ある。成果主義の弊害は，人事管理の制度そのも
のが，人材の個人行動として，報酬指向の行動と
なってしまった。組織の中の人々の間にジレンマ
が醸成され，そして熾烈なサバイバルゲームへと
発展してきた。このような風土は，組織にとって
も，その中で働く従業員にとっても，殺伐として
心情的にも精神的にも良いわけがない。お客に対
する以前に必要であるのが，一緒に働く社員，ス
タッフ同士でのホスピタリティ環境づくり23）で
ある。これは，働く者同士のぬくもりや思いやり
があるかどうかである。結局は，社員を大切にす
る企業の文化ないし風土という環境づくりが必要
である。したがって，このような風土の醸成こそ
が，組織の病理現象を中和させる，まさにこのホ
スピタリティの概念であり，ホスピタリティ指向
のマネジメントこそが，重要なのである。
3.2.　 組織風土の概念とその重要性
　組織そのものを協働のシステムとして捉えるこ
とに異論はなかろう24）。であるとするならば，殺
伐とした組織の風土が表出してきた現象は，どの
ような側面から捉えたら良いのだろうか。そこで，
重要な概念が，組織風土（climate）であろう。組
織の内面的，主体的な要因として表出する現象
は，まさに組織風土として捉える事が出来る。
　ここで組織風土とは，どのような意味か検討し
てみたい。組織風土についての議論が，様々にな
されていることは周知の通りである。ここでは，
概念の精査ではなく，この概念の意味とその重要
性を指摘するに留めることにするため，一般的な
議論にとどめる。
　組織風土とは，物理的，客観的な組織環境その
ものではなく，組織のメンバーの認知に基づく主
観的な環境である。組織の現実は，従業員が知覚
する時にだけ理解される25）。したがって，組織風
土は，多くのメンバーの持つ共通の認知を重要視
する。角度を変えて言えば，客観的な現象が通過
するフィルターのような役割をしており，入って
関係している17）。企業の経営者は，このような現
状をコスト負担ととらえており，背後にある組織
的な欠陥や業務遂行上の問題を解決改善すべきで
あり，「苦労が足りない」という人間の経験と片
づける18）。リーダーシップを発揮する経営者や管
理者にとっては，このようなメンタルヘルスを理
解しにくい状況であろう。これでは，組織の活性
化へ向けて，能力を発揮させるマネジメントとは
やや掛け離れていると考えられる。
3．組織を活性化する風土の醸成
3.1.　 組織の病を中和する組織風土
　以上，検討したように，成果主義の導入におけ
る組織の病理現象は，企業の経営にとって，マイ
ナスの側面と言わざるを得ない。当然のことなが
ら，この問題を解決していく必要がある。そのた
め，この現象の解決には，仲良しの友達とはいか
ないまでも，家族のような温かみのある関係性を
社員達の間に創造する必要性がある。それは，ホ
スピタリティ（hospitality）のある組織の風土で
ある。とりわけホスピタリティの概念について
は，最近，注目されている。この概念は，企業の
マーケティング上，顧客やユーザー等との関係性
の間においても，重要な概念とされており，特
に，サービス産業において重要視されている。こ
の概念の適用こそが重要であり，本稿において着
目する点である。
　ホスピタリティは，サービスの原点であり，豊
かさ，温かさ，楽しさ，明るさ，くつろぎ，和や
かさ等という環境づくりの基本となるものであ
る19）。一般的に，個人の人間性や信条，個性や感
性等を意味する20）。その語源は，ラテン語の
「hospics（客人の保護）」に端を発する。これが
14世紀になって，英語に借入された。そして，
英語のホスピタリティに派生する言葉には，いく
つか考えられる。例えば，病院やホテルである。
前者は，病に倒れた人や傷ついた人を癒す場所で
あり，後者は，旅の疲れを癒してくれる場所を意
味している。したがって，ホスピタリティは，物
事を心や気持ちで受け止め，心や気持ちから行動
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団的野心（collective ambition）というモデルに
類似する29）。この概念は，社員たちと一体化する
ことが極めて重要であり，組織の目的を個人の目
的へと変えていく共有のプロセスを意味してい
る。従業員たちを協働しながら結束を促す「接着
剤」と組織が経験的に築き上げてきた規律に基づ
いて実行を促す「潤滑油」の 2つが必要である。
これを端的に表せば，かつて Bavelasが行った実
験に近い30）。それは，スター型とサークル型で
は，リーダーのもとで結果を導くスター型より
も，皆で力を合わせて結果を導くという民主的な
サークル型の方が，生産性を高めると同時に長続
きをする，ということであった。
　具体的には，次に示す 2つの視点が重要な意味
となる。先ず，第 1に，人々の間の共通理解が増
すことである。これは，周囲の人と同じ見解を持
つに至る。この意味合いから，小集団の動態─集
団浅慮（group think）という概念と類似する31）。
ある集団の人々とは，自分の現実の理解が異なる
ことをお互いに理解するためである。
　第 2に，人々の間の心理的共振が起こることで
ある。これは，調和を意味する。心理的な周波数
の共有である。そして，共感として心理的な連帯
感が起こる。相互刺激によって人々の心理的エネ
ルギーの水準が高まる。
　これら 2つの共通理解と心理的共振は，まさに
小集団あるいはチームの動態プロセスとして理解
される。このチームの重要性と着眼は，様々にな
ろうが，福田は，組織の中において，集団の意義
は大きく，中でも組織におけるチームの意義は大
きいと指摘している32）。これを，従業員間の情報
の伝達の過程から理解すれば，相互作用から生ま
れてくると理解すれば，この場のパラダイムの重
要性が理解できるであろう。
　この場のパラダイムへシフトすることが，組織
のホスピタリティとなって表出する現象をいかに
作り上げるか，これが重要な考え方となる。
4．組織の病理現象の克服と風土変革
　以上，議論してきたように，成果主義の弊害が
くる情報を処理する思考習慣といえる。
　例えば，Litwin & Stringerは，「組織風土とは，
仕事環境で生活し，活動している人が直接的にあ
るいは間接的に認知し，メンバーのモチベーショ
ンや行動に影響を及ぼすと考えられる一連の仕事
環境の測定可能な特性を意味している」26）と定義
付けしている。このような意味合いから，本稿で
問題視している組織の現象としての風土（人材の
退職や精神的な病）やすでに検討したホスピタリ
ティ概念は，まさに組織風土として捉えることが
出来るのである。
3.3.　 組織風土を醸成する場のパラダイム
　組織風土についての一般的な議論は，これまで
検討してきた通りである。ここでは，視点を変え
てみると，どのようなことがいえるのであろう
か。それは，組織の状況づくりに着目をし，場と
いう状況づくりのプロセスに視点をあて，考える
必要があろう。この場というパラダイムは，どの
ようなものであろうか。伊丹は，以下のように述
べている27）。
・ 経営とは，個人の行動を管理することではな
い。人々に協働を促すことである。
・ 適切な状況設定さえできれば，人々は協働を自
然発生的に始める。
・ 経営の役割は，その状況設定を行うこと。後は
任せても大丈夫。
　以上が，場のマネジメントの基本的な考え方で
ある。この状況設定をすることが，組織の中に，
場を生むことである。そして，階層と命令の体系
としての組織を考えるとすれば，ヒエラルキー
型・システム型の経営の考え方とは異なるパラダ
イムといえる28）。
　このように伊丹の主張する場のパラダイムは，
プロセスを重視するマネジメントと考えられる。
人々の自然な協働が場のプロセスから生まれるよ
うに，その仕組みとかじ取りを考える経営の在り
方である。個人を単位として独立的に行われるだ
けでなく，従業員は，情報を交換し合い，相互に
影響を与えながら集団を通じて行っていくのであ
る。これは，Ready & Trueloveが主張する，集
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題を抱えるに至った。組織の小グループ間の壁，
過剰な自尊心，集団浅慮，理解の相違，偏見など
が水面下で発生する。これらの解決のための策と
しては，多様性を認めることであろう。これが，
組織の抱える問題の解決に必要となる解毒剤とな
る。とはいっても，それほど簡単なことではな
い。そのため，本研究では，イノベーションに随
伴する組織の病理現象を解決するために，中和剤
としての場を設定することが重要なこととなる。
この場の設定は，ホスピタリティのある組織風土
であり，これを議論することとなった。
　この組織風土という場を規律化し，イノベーシ
ョンの方へと導くためにも，介入するリーダーシ
ップの存在を議論する必要がある。これが次なる
課題となろう。
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図 1　組織の不活性化から脱却する理想型
資料：筆者作成
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